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久留米広域市町村圏事務組合人事行政運営状況の公表 

 

 

 久 留 米 広 域市 町 村圏 事 務 組 合 人 事 行 政の 運 営 等 の 状 況 の 公表 に 関 す る 条 例   

（平成 21 年 3 月 10 日条例第 8 号）に基づき、久留米広域市町村圏事務組合の    

人事行政の運営の状況を次のとおり公表します。  

 

１  職員の任免及び職員数に関する状況  

 (1) 職員の任免（令和４年度）  

  ア  職員の採用  

区分  職員数  

新規採用  １５人  

  イ  職員の離職  

区分  職員数  

定年退職  ３人  

その他  ２人  

 

 (2) 職員の数の状況（各年度 4 月 1 日現在）  

区分  職員  

令和  ５  年度  ４４２人  

令和  ４  年度  ４３１人  

対前年度増減数  ＋１１人  

 

２  職員の人事評価の状況  

  職員の意欲と能力の向上による成長、職員間の連携の向上及び組織力の強化

を目的とした人事評価制度を運用しており、その概要は次のとおりです。  

評価対象者  全職員  

評価対象期間  4 月 1 日から翌年 1 月 31 日  

評価方法  

業績評価：職員自ら設定した組織目標の達成状況及び達成

過程を評価  

行動評価：職務遂行に際して求められる行動等が当該職務

においてどの程度発揮されているかを評価  

評価結果の活用  職員の人材育成への活用及び人事給与制度への反映  

 

３  職員の給与の状況  

 (1) 人件費の状況  

区分  管内人口  歳出額（ A）  人件費（ B）  人件費率（ B/A） 

令和４年度  

（決算額）  
452,546 人  

千円  

4,928,756  

千円  

3,338,636  
67.7％  

  (注 ) 人件費には共済費を含み、児童手当を除きます。  
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 (2) 職員給与費の状況  

区分  
職員数  

（ A）  

給与費  １人当たり給与

費年額   (B/A) 給料  職員手当  期末・勤勉手当 計（ B）  

令和４年度  

（決算額）  
431 人  

千円  

1,591,446  

千円  

439,783  

千円  

620,330 

千円  

2,651,559  

千円  

6,152 

  (注 ) 職員手当には退職手当を含みません。  

 

 (3) 職員の平均給料月額の状況（令和 5 年 4 月 1 日現在）  

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

307,413円 372,051円 39.0歳 

  (注 ) 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる諸手当の合計です。  

 

 (4) 職員の初任給の状況（令和 5 年 4 月 1 日現在）  

 

 (5) 級別職員数の状況（令和 5 年 4 月 1 日現在）  

区分  標準的な職務内容  職員数  構成比  

８級  
 消防長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれ

と同程度のものとして組合長が別に定める職の職務  
1 人  0.2％  

７級  

１  次長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれ

と同程度のものとして組合長が別に定める職の職務  

２  困難な業務を行う課長の職務又は職務の複雑、困難及

び責任の度がこれと同程度のものとして組合長が別に定

める職の職務  

8 人  1.8％  

６級  
 課長の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれと

同程度のものとして組合長が別に定める職の職務  
18 人  4.1％  

５級  
 課長補佐の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこ

れと同程度のものとして組合長が別に定める職の職務  
33 人  7.5％  

４級  

１  主査の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれ

と同程度のものとして組合長が別に定める職の職務  

２  困難な業務を行う主任主事の職務  

124 人  28.0％  

３級  主任主事の職務  168 人  38.0％  

２級   高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事の職務  30 人  6.8％  

１級   主事の職務  60 人  13.6％  

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 久留米広域市町村圏事務組合 国 

大学卒 198,500 円 189,700 円 

高校卒 169,800 円 154,600 円 
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 (6) 諸手当の状況（令和 5 年 4 月 1 日現在）  

区分  内容  

扶養手当  扶養親族のある職員に支給する手当  

地域手当  

地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価

等を考慮して職員に支給する手当  

※久留米広域市町村圏事務組合管内支給なし  

住居手当  
自ら居住するため必要な経費を負担している職員に対して支給

する手当  

通勤手当  職員の通勤距離に応じて支給する手当  

期末・勤勉手当  

（令和５年度支給割合）  

期末手当  勤勉手当  

２．４０月分  ２．０月分  

（令和４年度支給割合）  

期末手当  勤勉手当  

２．４０月分  １．９月分  

（加算措置の状況）  

 職制上の段階、職務の級等による加算措置有り  

※令和４年６月に支給する期末手当から、令和３年１２月に支給

された期末手当の額に、１２７．５分の１５を乗じて得た額を

減じています。  

単身赴任手当  異動を原因として単身赴任となった職員に対して支給する手当  

特殊勤務手当  

・消防職員が救急業務に従事したとき  救急出動１回 100円 

・消防職員が救急救命士として、救急業務に従事したとき 勤務 1回 610円 

・消防職員が地上 15メートル以上の不安定な箇所での作業に従事したとき 勤務 1回

140円 

・消防職員が人命救助のため潜水作業に従事したとき 作業 1回 300円 

・消防職員が潜水作業訓練（プールを除く。）に従事したとき 訓練１回 180円 

・消防職員が新型コロナウイルス感染症の患者の応急手当及び患者搬送等の救急出動

に従事した場合  勤務１回 2,000円（R5.5.8廃止） 

・消防職員が新型コロナウイルス感染症の患者の救急業務に使用した物件の処理、救

急出動後における車両の消毒業務に従事した場合  勤務１回 1,500円（R5.5.8廃止） 

・消防職員が消防組織法４５条第１項に規定する緊急消防援助隊として消防活動に従

事したとき  １日 1,680円 

時間外勤務手当 

（令和４年度決算）  

支給実績  87,848 千円   

職員 1 人当たり平均支給年額  217 千円   
 

休日勤務手当  休日に勤務することを命ぜられた職員に対して支給する手当  

夜間勤務手当  
正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時までの間

に勤務する職員に対して支給する手当  

宿日直手当  宿直勤務又は日直勤務を命ぜられた職員に支給する手当  

管理職員  

特別勤務手当  

管理又は監督の地位にある職員が、臨時又は緊急の必要により週

休日又は休日等に勤務した場合に支給する手当  
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区分  内容  

退職手当  

久留米広域市町村圏事務組合  国  

（ 支 給 率 ）  自 己 都 合   勧 奨 ・ 定 年  

勤 続 20 年  1 9 . 6 6 95 月   24 . 5 86 8 75 月  

勤 続 25 年  2 8 . 0 3 95 月   33 . 2 70 7 5 月  

勤 続 35 年  3 9 . 7 5 75 月   47 . 7 09 月  

最 高 限 度 額  47 . 7 09 月    47 . 7 09 月  

その他の加算措置 無 し  

（ 支 給 率 ）  自 己 都 合   勧 奨 ・ 定 年  

勤 続 2 0 年  19 . 6 69 5 月   2 4 . 5 86 8 75 月  

勤 続 25 年  2 8 . 0 3 95 月   33 . 2 70 7 5 月  

勤 続 35 年  3 9 . 7 5 75 月   47 . 7 09 月  

最 高 限 度 額  47 . 7 09 月    47 . 7 09 月  

その他の加算措置 無 し  
 

 

４  職員の勤務時間その他の勤務条件の状況  

 (1) 勤務時間  

  ○  毎日勤務職員  

 勤務時間は、１日について８時３０分から１７時１５分までの間におい

て、休憩時間を除き７時間４５分、１週間につき３８時間４５分です。  

 

  ○  交替制勤務職員  

 勤務時間は、１当務について８時３０分から翌日の８時３０分までの間

において、休憩時間を除き１５時間３０分です。また、４週間を平均して

１週間につき３８時間４５分となるように、所属長が職員ごとに割り振り

を行っています。  

 

 (2) 休憩時間  

  ○  毎日勤務職員  

 休憩時間は、１２時から１３時までの１時間です。  

  ○  交替制勤務職員  

休憩時間は、１１時から１４時までの間において１時間及び１７時１５

分から翌日の８時までの間において７時間３０分とし、所属長が職員ごと

に割り振りを行っています。  

 

 (3) 週休日・休日  

○  毎日勤務職員  

 週休日は、毎週日曜日及び土曜日とし、休日は、祝日法による休日（国

民の祝日に関する法律に規定する休日）及び年末年始の休日（１２月２９

日から翌年の１月３日までの日（祝日法による休日を除く。））となってい

ます。  

  ○  交替制勤務職員  

週休日は、４週間を通じ８日となるように２日を単位として職員ごとに

指定する日となっています。  

休日は、祝日法による休日（国民の祝日に関する法律に規定する休日）

及び年末年始の休日（１２月２９日から翌年の１月３日までの日（祝日法

による休日を除く。））であっても、所属長が特に勤務しないことを認める

場合を除き、勤務しなければならないとしています。  

 

 (4) 休暇  

  ○  年次有給休暇  

年次有給休暇の平均取得日数  ８．７日  

(Ｒ４ .４ .１～Ｒ５ .３ .３１ ) 
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  ○  特別有給休暇  

休暇の種類  取得人員  延べ日数  

夏季休暇  ４２７人  ２，５１０日  

育児時間  ０人  ０日  

妻の出産  ２２人  ４３日  

子育支援  ２人  ５日  

育児参加  ２５人  １１０日  

その他  ３５０人  ２，８３２日  

  ○  病気休暇  

    取得者１５人  

  ○  介護休暇  

    取得者なし  

 

５  職員の休業に関する状況  

 (1) 育児休業  

   育児休業取得者   ３名  

 

 (2) 部分休業  

   部分休業取得者   ３名  

 

６  職員の分限及び懲戒処分の状況  

 (1) 分限処分の状況                     （単位：人）  

 

 (2) 懲戒処分の状況                     （単位：人）  

 

 

                  処分の種類  

処分事由  
免職  休職  降任  降給  合計  

勤務実績が良くない場合  ０  ０  ０  ０  ０  

心身の故障の場合  ０  ２  ０  ０  ２  

職に必要な適格性を欠く場合  ０  ０  ０  ０  ０  

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、

過員を生じた場合  
０  ０  ０  ０  ０  

刑事事件に関し起訴された場合  ０  ０  ０  ０  ０  

合計  ０  ２  ０  ０  ２  

                処分の種類  

処分事由  
免職  停職  減給  戒告  合計  

法令等に違反した場合  ０  １  ０  ０  １  

職務上の義務に違反し又は職務を怠った

場合  
０  ０  ０  ０  ０  

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行

があった場合  
０  ０  ０  ０  ０  

合計  ０  １  ０  ０  １  
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７  職員の服務の状況  

  消防本部においては、毎年６月及び１２月頃に服務規律等の徹底を図るため、

綱紀粛正の通知を行うほか、必要の都度、会議等を開催して職員の服務に関す

る指導等を行っています。  

  また、新規採用職員に対して服務に関する研修を実施しているほか、本部各

署において倫理研修等を実施し周知徹底を図っています。  

 

８  退職管理の状況  

  令和４年度、令和３年度に課長級以上の職で退職した職員の再就職状況は次のとおりです。 

退職者数  

うち再就職者数  

再任用職員  
再任用職員  

(構成市町 ) 

会計年度任用職員 

(構成市町 )  
外郭団体  民間企業等  

５人  ０人  １人  ２人  ０人  １人  

 

９  職員の研修の状況  

 (1) 職員の研修の状況  

   消防本部職員研修計画を策定し、計画的に職員の研修を実施しています。

なお、令和４年度に実施した主な研修実績は、次のとおりです。  

                                    （単位：人） 

研修区分 受講者数(延べ) 

基本研修  

新任課長研修  ７  

新任課長補佐研修  １１  

新任主査研修  １２  

新規採用者研修  １５  

機関員資格取得研修  ２３  

応急手当指導員講習  １１  

安全衛生担当者研修  １  

公務員倫理ＯＪＴ研修  ４２９  

基本研修  
職場内研修  ７，４８８  

課題研修（人権同和問題研修等）  ４２９  

選択研修  実務強化研修  ０  

派遣研修  

消防大学校  ３  

福岡県消防学校  ３９  

救急救命研修所  ５  

安全運転中央研修所  １  

市町村研修所  ７  

先進都市派遣研修  １１  

消防長会各種実務研修会  ７  

合計  ８，４９９  
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１０  職員の福祉及び利益の保護の状況  

 (1) 安全衛生管理  

   職員の安全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進する

ことを目的とし、労働安全衛生法及び久留米広域市町村圏事務組合職員安全

衛生規則の規定に基づき、総括安全衛生管理者、産業医、主任安全衛生管理

者、衛生管理者及び安全管理者等の選任並びに安全衛生管理者会議・安全衛

生委員会（本部・消防署）を設置しています。  

 

 (2) 職員の健康管理  

   労働安全衛生法に基づき、職員の健康状態の推移を把握し、潜在する疾病

を早期に発見するため、全職員を対象に一般健康診断を実施し、その結果に

基づく保健指導を行っています。また、特定の有害業務に従事する職員に対

しては、特殊健康診断を実施し、病原体等による感染のおそれのある業務に

従事する職員には予防接種を実施しています。令和４度に実施した健康診断  

  の概要は、次のとおりです。  

 

区 分 主な内容 受診者数（延べ） 

法定健康診断 総合健康診断、深夜業務従事者健康診断など ７７４人 

国の指導勧奨等による健康診断 ＶＤＴ作業従事者健康診断 １５人 

組合で独自に行っている健康診断 破傷風・Ｂ型肝炎抗体検査など ３５７人 

 

 (3) 職員互助会の状況  

○  職員互助会について  

名  称：久留米広域市町村圏事務組合職員共済会  

会員数：４２９人（令和５年３月末）  

久留米広域市町村圏事務組合職員共済会は、「地方公務員法第４２条」及び

「久留米広域市町村圏事務組合職員の共済制度に関する条例」に基づいて、

久留米広域市町村圏事務組合職員の福祉の増進を目的に設立された職員の互

助組織です。  

 

○  負担割合及び金額  

久留米広域市町村圏事務組合職員共済会は、会員からの掛金と事業主から

の負担金を主な財源として事業を実施しています。なお、令和４年度の負担

割合及び金額は次のとおりです。  

 会員掛金  事業主負担金  

負担割合（千分率）  ４／１０００  ３／１０００  

金額（千円）  ６，３１４  ３，５５０  

 

○  主な事業内容  

・保健事業（会員の健康増進に係る助成）  

・文化事業（会員の文化活動に係る助成）  

・体育事業（会員の体育活動に係る助成）  

・福利事業（会員のレクレーション活動に係る助成）  

・カフェテリアプラン事業（会員の健康・元気回復等に対する助成）  

・給付事業（会員への慶弔給付等）  

・貸付事業（会員への生活資金等の貸付）  
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１１ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

 (1) 係属の状況 

 

 

 

 

 

 (2) 審査の状況 

   該当なし 

 

１２ 不利益処分に関する不服申立ての状況 

 (1) 係属の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 審査の状況 

   該当なし 

 

区 分 
令和４年度 

中の申立件数 

令和４年度 

中の処理件数 

令和５年度 

への繰越件数 

勤務条件に関する

措置の要求 
０ ０ ０ 

区 分 
令和４年度 

中の申立件数 

令和４年度 

中の処理件数 

令和５年度 

への繰越件数 

懲 戒 処 分 ０ ０ ０ 

分 限 処 分 ０ ０ ０ 

そ の 他 ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ 


